
 

 

 

 

 

再生可能エネルギーによる安価な水素製造に必要な技術レベルを試算 

～蓄電池援用の妥当性を初めて提示、再エネの主力電源化にむけた開発指針として期待～ 

配布日時：平成 30年12月13日14時 

解禁日時：平成 30年 12月13日 21時 

国立研究開発法人 物質・材料研究機構（NIMS） 

国立大学法人東京大学 

国立大学法人広島大学 

概要 

１．NIMS は東京大学、広島大学と共同で、太陽光発電と蓄電池を組み合わせた水素製造システムの技術

経済性評価を実施し、国際的に価格競争力を持った安価な水素製造に必要な技術レベルを明らかにし

ました。本成果は、再生可能エネルギーの主力電源化に向けた技術開発の重要な指針となります。 

 

２．2014年9月の再生可能エネルギーの新規申し込み保留問題や、2018年10月に九州電力管内で実施さ

れた太陽光発電の出力制御など、再生可能エネルギーの不安定な出力や低い年間稼働率が課題となっ

ています。その対策として、再生可能エネルギーの電力から水素を製造し、貯蔵・利用する「P2G（Power 

to Gas）システム」や、余剰電力を蓄電池にためるシステムが検討されてきました。しかし、そのほと

んどはコスト高につながると結論され、国内の再生可能エネルギーをさらに活用し、将来の主力電源

化を目指すための技術開発の方向性が不透明でした。 

 

３．今回、研究チームは、太陽光発電の発電量に応じて、蓄電池の充放電量や水電解装置での水素の製造

量を調整する統合システム（下図）を設計し、その技術経済性を評価しました。将来的な技術向上を

織り込み、蓄電池や水電解装置の容量など網羅的に検討することで、安価な水素製造に必要な技術レ

ベルを明らかにしました。例えば、2030年ごろには十分実用化可能と考えられる、放電特性は遅いが

安価な蓄電池を開発することで、1m3あたり17～27円という、国際的にも価格競争力の高い水素製造

が国内においても実現できる可能性を示すことができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．今後、提案するシステムに求められる要素技術のレベルを、研究開発の目標値としてフィードバック

するとともに、大規模な出力制御を受けたり電力網に接続できなかったりしても成立する太陽光発電

システムの可能性を検討するなど、社会実装に向けた取り組みを加速したいと考えています。 

 

５．本研究は、NIMS エネルギー・環境材料研究拠点 古山通久ユニット長、東京大学サステイナビリテ

ィ学連携研究機構 菊池康紀准教授（研究の大部の推進時NIMSエネルギー・環境材料研究拠点）、東

京大学先端科学技術研究センター 杉山正和教授、広島大学大学院工学研究科 市川貴之教授からな

る研究チームによって行われました。また本研究は、文部科学省の統合型材料開発プロジェクト（拠

点長：NIMS 魚崎浩平）の一環として行われました。 

 

６．本研究成果は、International Journal of Hydrogen Energy誌にて英国時間2018年12月13日に掲載されま

す。 
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研究の背景 

2012年7月より施行された再生可能エネルギー固定価格買取制度により、国内における再生可能エネル

ギー、特に太陽光発電の導入が大きく加速されました。2014年 9月には九州電力が、続く 10月には北海

道電力、東北電力、四国電力、沖縄電力の各社も再生可能エネルギーの接続保留を公表し、大きな話題と

なりました。それから4年が過ぎた 2018年10月、離島を除いて初めての太陽光発電の出力制御が九州電

力管内にて実施され、11月からは風力発電も出力制御の対象となりました。日本はこれまで再生可能エネ

ルギーの普及を目指してきましたが、設備が普及しても発電の一部を活かせないことになります。この先、

出力制御の頻度がますます増加し、また他の地域でも実施されるようになることが予想され、既存および

新規の再生可能エネルギー発電事業者の事業計画に大きく影響するであろうことから、再生可能エネルギ

ーの導入の大きな減速要因となると考えられています。また、新規の太陽光発電を電力網へ接続できなく

なっている地域も顕在化してきています。 

 安定して電力を供給するたには、発電量が大きく電力需要の少ない時期に出力制御を実施することは現

在の技術レベルではやむを得ないと理解することができます。しかし、再生可能エネルギーをさらに導入

し、将来の主力電源化を進めるためには、現状を打破する必要があることは自明です。電力会社に買い取

ってもらえない余剰電力の活用方法としては、蓄電池にためたり、水素の製造に使用したりすることがよ

く提案されます。しかし、たとえ余剰の電力をタダで利用できたとしても、蓄電池や水素製造装置を設置

するための費用は必要となり、運用益でそれらの設備投資費用を回収することが求められます。余剰電力

は年間の総時間数に対して限定的な時間帯しか発生せず、そのため蓄電池や水素製造装置の年間稼働時間

は限定的となり、設備投資をして余剰電力を活用するよりもそのまま廃棄する方が経済的であると結論付

けられることが常でした。 

このような現状において、将来の再生可能エネルギーの主力電源化に向けた姿と進む方向性を示すこと

が急務であり、今回、技術の統合システム化の観点から研究に取り組みました。 

 

研究内容と成果 

今回、物質・材料研究機構、東京大学、広島大学の共同研究により、太陽光発電、蓄電池、水電解を最

適にシステム化することで国内の再生可能エネルギーからの安価な水素製造の可能性を示しました。再生

可能エネルギーの出力変動の対策として、再生可能エネルギーの電力から水素を製造し、貯蔵・利用する

「P2G（Power to Gas）システム」が検討されています。これまでにも蓄電池の援用自体は多くの提案や報

告がなされてきましたが、コスト高になると結論づけられていました。本研究チームは、現在の常識や技

術レベルを踏まえつつも、それらに縛られない将来におけるあるべき姿や今後の性能・特性の向上を織り

込んだ技術レベルを想定し、システムの最適解を網羅的に探索することにより、蓄電池を援用することで

システムの経済性を向上させることができることを明らかにしました。得られた結果から、例えば海外か

らの水素製造に比肩する水素製造コストを実現するためのそれぞれの技術のコストレベルや蓄電池の充放

電速度など、システムを構成する要素技術に求められる特性レベル、すなわち要素技術の研究開発の目標

値を明らかにすることもできました。 

本研究チームが検討した蓄電池を援用することの効果は図 1に模式的に示されます。蓄電池がない時に

は、水電解装置の容量は太陽光発電の容量に合わせた大きさとなり、夜間や日照がよくないときには装置

の稼働を停止したり、部分的な負荷で運用したりすることとなります。太陽光発電の年間稼働率はおよそ

12%であるため、水電解装置の年間の稼働率もおよそ 12%となります。一方、十分な容量の蓄電池が導入

された時、太陽光発電からの電気を昼間にため、夜間に放出することで一日の電力を平準化することがで

きます。蓄電池を適切に援用した時、昼夜を問わず一定の出力を得ることができます。この時、水電解装

置の容量は平準化された出力に合わせた大きさとなり、太陽光発電の容量よりずっと小さくなります。加

えて、常に一定の出力で稼働させることができるため、稼働率は 100%となります。水電解の容量を小さく

することにより削減できる設備コストと稼働率を高めることにより得られる便益が蓄電池を設置するため

の設備投資を上回る時、太陽光発電、蓄電池、水電解の統合システムが成立することとなります。 

これまで、現在市場に存在する技術の組み合わせやそれらの改良を想定した検討がなされてきており、

現状の技術レベルで成立するシステムを見出すことは困難でした。各技術の組み合わせ方は無数に存在し、

かつ単純に増減するのではない非線形な解を探索する問題を解く必要があるため、これまでは技術のコス

トや性能などを固定した最適化がなされているのみであり、真の最適化ができているとは言えませんでし



3 

 

た。本研究チームは、太陽光、蓄電池、水素に関連するそれぞれの技術分野の専門知識を有する研究者と

システム工学を専門とする研究者から構成されており、それぞれの技術分野の将来の進展を踏まえつつ理

想的な姿を議論するところから研究に着手しました。膨大な最適化空間を網羅的に探索するため、単純な

関数を仮定した極値探索法を用い、誤差0.1%で最適近似解を求めることで、無数に存在する各技術の組み

合わせ方に関する解析が可能となり、最適なシステム化の姿を示すことができました。 

 

図 1 蓄電池の援用効果の模式図。日照により変動する太陽光発電の出力を蓄電池により平準化すること

で、水電解装置の設備容量を抑えるとともに稼働率を高めることができる。 

 

 

今後の展開 

固定価格買取制度のもとで推進されてきた再生可能エネルギーの普及拡大は、電力網の安定化のための

出力制御などによる事業性の低下によって、先行きの不透明性がますます増していくと考えられます。今

回の成果は、これからの国内の再生可能エネルギーの利用拡大に向けた重要な方向性の一つを示すもので

あり、再生可能エネルギーの主力電源化に向けた重要な選択肢を示すものです。 

今後、電力網に接続できなかったり大規模な出力制御により事業性が低くなったりしている太陽光発電

などを具体的対象として、今回提案した統合システムのプロトタイプとしての成立可能性を検討すること

で、再生可能エネルギーの主力電源化に向けた第一歩となる社会実装に向けた取り組みを加速していきた

いと考えています。同時に、定置用の蓄電技術として将来に求められる特性レベルや、国内の再生可能エ

ネルギーからの水素製造を経済的に成立させるために求められる太陽光発電および水電解装置のコスト目

標などを精査し、研究開発目標としてフィードバックしていきたいと考えています。 

 

 

掲載論文 

題目：Battery-assisted low-cost hydrogen production from solar energy: Rational target setting for future technology 

systems 

著者：Yasunori Kikuchi, Takayuki Ichikawa, Masakazu Sugiyama, Michihisa Koyama 

雑誌：International Journal of Hydrogen Energy 

掲載日時： 2018年12月 13日 

 

 

 

本件に関するお問い合わせ先 

（研究内容に関すること） 

国立研究開発法人 物質・材料研究機構 エネルギー・環境材料研究拠点 

-ナノ材料科学環境拠点 技術統合化ユニット 

ユニット長 古山 通久（こやま みちひさ）*責任著者 

E-mail：KOYAMA.Michihisa@nims.go.jp 

TEL：029-860-4757 

 

蓄電

蓄電池がない
時の水電解
装置の容量

蓄電池を援用
した時の水電
解装置の容量

太陽光発
電の出力

蓄電池により平準化された出力



4 

 

国立大学法人 東京大学 サステイナビリティ学連携研究機構 

（2018年3月まで国立研究開発法人 物質・材料研究機構 エネルギー・環境材料研究拠点-ナノ材料科学

環境拠点 技術統合化ユニット 招聘研究員を兼務） 

准教授 菊池康紀（きくち やすのり）*責任著者 

E-mail：kikuchi@platinum.u-tokyo.ac.jp  

TEL：03-5841-1597 

 

国立大学法人 広島大学大学院 工学研究科 

教授 市川貴之（いちかわ たかゆき） 

E-mail：tichi@hiroshima-u.ac.jp 

TEL：082-424-4596 

 

国立大学法人 東京大学 先端科学技術研究センター 

教授 杉山正和（すぎやま まさかず） 

E-mail：sugiyama@enesys.rcast.u-tokyo.ac.jp 

TEL：03-5452-5720 

 

（報道・広報に関すること） 

国立研究開発法人 物質・材料研究機構 経営企画部門 広報室 

〒305-0047 茨城県つくば市千現 1-2-1 

E-mail：pressrelease@ml.nims.go.jp 

TEL：029-859-2026, FAX：029-859-2017 

 

国立大学法人 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 総務係 

E-mail：sato.yumiko@mail.u-tokyo.ac.jp 

TEL：04-7136-5578, FAX：04-7136-4020 

 

国立大学法人 広島大学 財務・総務室広報部広報グループ  

〒739-8511 東広島市鏡山 1－3－2 

E-mail：koho@office.hiroshima-u.ac.jp 

TEL：082-424-3749, FAX：082-424-6030 

 


